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OECD のリカレント教育の理念と 

今日の日本におけるリカレント教育の意味 

 

大阪教育大学 出相 泰裕 

 

はじめに 

近年、下記に述べるように、「リカレント教育」という用語がよく聞かれるように

なり、ブームとさえ言われるようになっている。UEJ ジャーナルの本号にいても、京

都女子大学の「リカレント教育課程」の事例報告がなされているが、リカレント教育

と銘打った事業が多くみられるようになった。それらを通じて成人にも大学による教

育機会が開かれるようになっていけば、それはそれで望ましいことである。  

しかし、筆者は 1990 年度に「リカレント教育の視点からみた高等教育改革－比較

考察－」というタイトルの修士論文を、また今から四半世紀前の 1996 年に「リカレ

ント教育再考－理念の変容と政策化への制約－」という論文を書いており 1)、1960 年

代後半から 70 年代にかけての OECD のリカレント教育に関わる文献を読んできた。

そういった中で理解したリカレント教育の理念やその提唱の背景からすると、今日の

日本で「リカレント教育」と言われる際の言葉の意味に違和感を持ってしまうことも

多い。 

そこで本稿ではまず OECD のリカレント教育提唱時の理念等を改めて振り返り、続

いて今日の日本におけるリカレント教育の意味について検討し、今後の日本における

リカレント教育の在り方について考察することとする。 

 

１． リカレント教育の提唱 

 

(1)リカレント教育の提唱と定義 

 リカレント教育はスウェーデンの経済学者レーンが提唱し、1969 年のヨーロッパ教

育相会議で当時のスウェーデンのパルメ教育相がその用語を使用したということはい

ろいろな場で紹介されている 2)。ただこの時期にこの用語を最初に用いたのはストッ

クホルム大学のトールステーン・フセーン教授で、パルメ氏は彼にあらかじめ用語の

使用を断ったうえで使用している 3)。 

 その後、OECD による 1969 年の『平等な教育機会』とそれに続く 73 年のリカレ
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ント教育の最も基本的な文献とされる『リカレント教育－生涯学習のための戦略』と

いう 2 つの文書によって、リカレント教育は用語としての定着をみるに至った。 

 『平等な教育機会』では、教育は社会における平等を実現する重要な手段であるが、

1950 年代、60 年代の急激な教育機会の拡大では平等の達成という点で限界があるこ

とが明白となってきた。そこで就学前教育や初等教育段階における補償教育などが実

施されてきたが、十分な効果は得られなかった。しかし一方で人生経験を積み、パー

ソナリティが成熟したり、自分が何をしたいのかを明確に知ったりすることによって、

学習に動機づけられることもあるため、人生の中で学習に動機づけられた際に教育機

会に戻れるようにすることが平等の問題の解決に対しては好ましいと考えられ 4)、リ

カレント教育こそがその教育機会の均等化を目指すうえでいっそう有望な方策の 1 つ

であるとされた 5)。 

OECD がリカレント教育の概念の明確化を試み、リカレント教育をより総合的な方

策として打ち出したのが『リカレント教育－生涯学習のための戦略』である。この文

書によれば、 

 

 リカレント教育は、義務教育ないし基礎教育後の全ての教育を対象とする総合的

な教育方策である。その基本的な特徴は、教育を個人の全生涯にわたってリカレン

トに、すなわち労働をはじめ余暇、退職などの他の諸活動と交互に行う形で分散さ

せることにある 6)。 

 

とされている。このように伝統的システムではあらゆる正規のフルタイムの教育が 5

歳、あるいは 6、7 歳から社会人生活に入るまでの時期に限定されているのに対して、

リカレント教育は生涯学習の原理を受け入れ 7)、高等教育のみならず、後期中等教育

も含めた義務教育後の教育を個人の全生涯にわたって拡げようとするものであった。 

 

(2) リカレント教育提唱の社会的背景と目標 

 73 年の報告書では、当時、OECD はどのような現状に危機感を抱いてリカレント

教育を提唱したのか、またリカレント教育の推進によって、どのような目標を達成し

ようとしたのかについて記されている。それらからリカレント教育提唱の背景並びに

目的を振り返ってみる。 

 その第 1 には長期化した若年期の学校教育への疑問があった。若年期の教育が長期

化するにつれて、大多数の若年者は学校を卒業するまでにパーソナリティを育み、信

念や態度を獲得するようになったが、卒業後に社会において、それまで学校内で培っ

てきたものとは非常に異なる価値システムに直面するようになった。このような保護
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された教育環境の外にある世界との長期にわたる隔絶は個人の発達という点において

望ましいものではなく、社会的にも若年層ならではの貢献機会が奪われ、社会の創造

的機能に良からぬ影響を与えると考えたのであった 8)。 

 また若年層の中での高等教育修了者の増大に伴い、高学歴者の需要と供給間のバラ

ンスが崩壊するという問題も生じていた。高学歴化に伴い、学生は就職や給与に対す

る期待を高めたが、雇用環境はそれに追いついておらず、彼らは期待したような仕事

にはつけず、人材の over-qualified、学歴過剰という問題が生じていた 9)。 

 加えて、知識の急速な増加と陳腐化により、生涯にわたって知識へのアクセスを保

障していくことが必要になっている状況において、人生の初期に教える内容を増やし

たり、学校教育の期間を長期化したりすることでは対応できなくなっていることもあ

った 10)。 

さらには進学者の増大は財政上の問題も生み出しており 11)、義務教育修了後、いっ

たん学校を離れ、社会人経験を経て、改めて教育機会に戻るというリカレント教育は

進学圧力を抑制するという点で若年期の学校教育の長期化・拡大への代替策として提

唱されたのであった 12)。 

第 2 は個人の発達の問題で、既存の教育システムは個人の発達の視点から考えて、

最善なのかという疑問があった。知的能力は関心や動機づけに影響されるが、学習へ

の動機づけは各人の様々な発達パターンに応じて、生じる時期などは異なっている。

人生における何がしかの経験が学習への動機づけの源になることもあり、また成人教

育への参加によって、自身の発達や人生におけるチャンスへの教育の貢献について気

づくこともある。そういった点からすれば、リカレント教育は各人の動機づけや関心

に沿った形で個人の能力の発達に向けて、既存の教育システムよりもより良い機会を

提供できるというものである 13)。 

またリカレント教育は偶発的な学習が生じる様々な社会活動と組織的な学習の場

としての教育を交互実施することで、個人の発達にもいっそう効果的な枠組みを提供

するものとして期待された 14)。 

第 3 には『平等な教育機会』でも指摘された教育機会の平等の推進である。ここで

は 2 つの不平等が挙げられており、その第 1 は社会階層間の不平等で、当時は戦後の

教育拡大が続いている時期であったが、現行の若年期の教育システムの拡大が社会的

平等をもたらすことはなかった。一方で、学習への動機には物理的、社会的環境が強

く影響しているが、学習に動機づけされにくい環境に生まれ育ち、若年期に学習意欲

を持てなかった者も成人になり、社会人経験を積むうちに学習意欲が沸いてくる場合

もみられる。そこでそのような人々にセカンドチャンスの機会を与えるリカレント教

育は教育機会の平等に寄与できるという考え方である 15)。 
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また不平等には世代間の教育格差もあり、戦後の急激な教育拡大により、かつてな

いほど大きな、また許容の範囲を大きく超えたと言われる教育機会の不平等が世代間

で生じた。現在学校に通っている者よりも年長の世代は拡大している教育上の不均等、

及びそれに伴う不利益を苦々しく感じ、不満が高まっていた。西暦何年に生まれるか

は自分では選べないが、早く生まれてきたばかりに生じた不利益を克服するセカンド

チャンスの機会をリカレント教育は提供できるという考え方である 16)。 

 確かにそれまでにも成人教育部門があったが、それらの教育機会の多くが非学位プ

ログラムであったため、若年期の学校教育での失敗を補うことができず、妥当なセカ

ンドチャンスの機会となっていなかったとの認識がこの考え方の背景にあった 17)。 

そして第 4 に新たな職業環境への対応、職業・雇用との関連の強化がある 18)。科学

技術の発展を始め、社会は急激に変動しており、それに伴い労働慣行も変革されてき

た。そういった中では、今後の労働市場ニーズを予測することは困難になり、労働の

世界と教育システム間の相互作用はいっそう難しいものとなった。 

このような状況において、リカレント教育システムは柔軟性を提供する。人は変動

に対応した職業上のスキルや知識を適切な時期に習得できることに加えて、職業経験

を得ることによって、自分の能力・適性などが理解でき、その後のより的確な職業選

択につながる資質を獲得することができる。 

また失業のリスクがある時期や産業にいる労働者は時代に合ったスキルを習得す

ることによって、労働市場におけるチャンスを向上でき、リカレント教育システムは

そういったリスクのある人々への代替的な失業対策ともなる。  

その他にも、いっそう関心を持たれるようになっている問題として、知識と支配の

問題が挙げられた。知識の生産や応用が一部の人々に支配されるようになると、参画

型の社会の実現は困難となり、労働環境や生活環境における人々の疎外のリスクが高

まる。しかし、リカレント教育は人々に知識そのものやその創造及び活用へのアクセ

スを与えることにより、こういった問題の解決に寄与できる可能性を持っている 19)。 

 

(3) リカレント教育の特性と範囲  

このような状況認識に基づいたリカレント教育の提唱であったが、義務教育後の教

育機会を生涯にわたって分散しようというリカレント教育の特性としては、第 1 に単

に成人教育機会を拡充するというものではなく、中断無く、長期化する若年期の学校

教育の果てしない拡大への代替策であり 20)、既存の学校教育システムの変革を重視し

ている点が挙げられる 21) 。例えば、学校教育については、リカレント教育の考え方

に沿って、義務教育の最後の数年は普通教育と職業志向的な教育が密接に統合された

ものとなり、生徒が進学か就職かを選択するカリキュラムであることが強調されてい
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る。 

第 2 に、労働や余暇活動といった諸活動と交互に教育機会に繰り返し戻るといった

ことから、経済政策、労働政策、社会政策、文化政策といった他政策と関連、相互作

用を持つという点がある 22)。 

 リカレント教育は成人に対する全ての教育提供を含むもので、義務教育後の教育と

して理解されているが、OECD は具体的にこれまで相互に関連を持たずに別個に存在

していた以下の部門を含むと指摘している 23)。 

(1)義務教育後の中等教育と中等後教育を含む伝統的な義務教育後の教育システム  

(2)主として民間部門によって運営されているあらゆる種類の、またあらゆるレベルの

オン・ザ・ジョブ・トレーニング 

(3)主として情報－文化、あるいは一般教育を志向した成人教育  

(4)教育資格を取得できる成人向けのセカンドチャンスプログラム 

 

 このような 73 年の報告書における記述からすると、第 1 に「一般教育を志向した

成人教育」と述べられているように、教育内容としては必ずしも職業教育に特化した

ものではないということがいえる。また第 2 に、リカレント教育はフォーマルな正規

の学校教育以外の教育も含むものと理解される。この箇所以外にも、リカレント教育

は若年期の学校教育以後の教育を含むが、その中ではフォーマルな教育のみならず、

インフォーマルな教育も含む 24)、あるいは全てのリカレント教育が必ずしも学校や高

等教育機関の中で行われるわけではないとの記述もみられる 25)。 

またコースはもはやフルタイムだけに限らず、システムの柔軟性を増すために、パ

ートタイム学修も含まれなければならず 26)、それはリカレント教育システムの本質的

な部分になるであろうとも述べられており 27)、リカレント教育は離職するなどして、

フルタイム学生として教育機関に戻るものとは限らず、パートタイム学生として受け

るものでもある旨、記載されている。 

しかし、『平等な教育機会』においては、「リカレント教育は早い段階で中断してし

まった教育を再開したいと願う成人に対するフォーマルな、そしてフルタイムである

ことが望ましい教育」と述べられており 28)、また先に述べたように、リカレント教育

は労働をはじめ余暇、退職などの他の諸活動と交互に行う形で義務教育後の教育機会

を分散させることを基本理念として持っている。さらに推進の目標として教育機会の

不平等の是正が挙げられており、それは既存の成人教育が非学位プログラムであり、

セカンドチャンスの機会となっていなかったことも一因となっていた。その他にも中

等教育から直接高等教育に進学する圧力を抑制することが課題とされていたことから

も、本質的には当初の理念では学校教育の課程にフルタイムで戻ることを重視してい
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たと考えられる。 

  

２． リカレント教育の理念の変容 

 

 この OECD によって提唱されたリカレント教育は実際その後、どの程度各国の政策

に反映され、その理念はどの程度実現されていったのであろうか。OECD から 1987

年に『リカレント教育再訪』という報告書が出されており、また 90 年代の複数の報

告書でも、リカレント教育に関する言及がなされている。ここではそれらをもとに、

リカレント教育の理念がその後どのように変容を遂げたのかを中心にみていくことと

する 29)。 

 リカレント教育は多くの OECD 加盟国の中で教育の発展を導く原理として受け入

れられた。しかし、確かに進展とみなされうる部分もあるが、概してリカレント教育

は社会環境の変化により、進展を妨げられたといえる。87 年の報告書では、その主た

る背景として経済状況の変化を挙げている。果てしなく続くと思われた経済成長と完

全雇用に近い雇用状況は経済の構造的変化に伴う雇用危機に取って代わられた。その

結果、80 年代前半以降、OECD 諸国は高い失業率に苦しみ、また経済状況の悪化は

国家予算における教育予算のカットを含む、緊縮財政をもたらした 30)。 

 こうした動向から、報告書は 70 年代初頭の理念とは異なる、新たな時代に適応し

たリカレント教育方策の理念を提示している。 

その第 1 はフロント・エンド的学校教育とリカレント教育の並存で、当初は拡大す  

る義務教育後の教育機会を人生において分散するという目的であったが、若年層の就

職難により、彼らは自身の雇用可能性を高めようとより長く学校に留まろうとするよ

うになり、また各国政府も失業対策として主として 16 歳から 19 歳の若年層向けの教

育訓練機会の拡大を図っていった 31)。加えて、全ての人の生涯学習を実現するため、

中等教育の修了は 1 つの試金石となると考えられるようになり、第三段階の教育の拡

大も問題とはされなくなっていた 32)。その結果、リカレント教育は第一期の教育機会

の拡大、つまりフロント・エンドのいっそうの長期化と併存し、既存の成人教育を拡

大するという穏健なものとなった 33)。 

第 2 に、経済及び雇用状況の悪化から、人々の解放や機会均等といった伝統的な目 

的が後退し、経済回復に向けて、すぐれた能力を持った人材の再訓練及び失業者支援

の職業訓練がその重要性を増していったことも特徴として挙げられている 34)。 

 第 3 に、当初のリカレント教育はフルタイムの労働とフルタイムの教育受講を交互

に実施するものと考えられていたが 35)、有職者も雇用情勢の悪化により、離職して教

育機会に戻るよりも、その時点での就労機会にしがみつくようになった。加えてリカ
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レント教育実現のための主要施策の 1 つとされた教育休暇制度も当初期待していたよ

うな進展をみせなかったことから、フルタイム学生として教育機会に戻るのではなく、

仕事を続けながらのパートタイム形式、あるいは遠隔教育での学修が進展することと

なった 36)。 

そして第 4 に、当初、教育を受けるということは公教育機関である学校に行くとい 

う前提で、政府の役割も大きかったが、実際には、職場やノンフォーマル教育機関な

ど、様々な民間の教育機会提供者が現れ、提供者が多様なものとなったことが挙げら

れる 37)。またその結果、リカレント教育は政府が多くの役割を果たし、社会的需要に

対応するというよりは、様々な学習の場、及びそれらのパートナシップにより関心が

向けられ、加えて学習の市場化に伴い、個人的な需要を重視するものとなった 38)。 

このように、実際には初期の改革の機運は、急激な改革を伴いにくい、より現実的

なものに取って代わられ、また求められた急進的な改革は必要だったのか、あるいは

実現可能であったのかといった疑問も投げかけられるなどしたが 39)、OECD はこうい

った現実を進展として受け入れ、新しいリカレント教育の特色とした。 

 

3．日本における動向 

 

(1)  1992 年生涯学習審議会答申 

 こうしたリカレント教育の概念の変容は、日本においては 1992 年の生涯学習審議

会答申「今後の社会の動向に対応した生涯学習の振興方策について（答申）」に反映さ

れている。 

 この答申では、当面重点的に充実・振興方策を考えるべき 4 つの課題の 1 つとして、

社会人を対象としたリカレント教育の推進が挙げられた。そこではリカレント教育は

多義的な概念であり、諸外国でもそのとらえ方や重点の置き方は一様ではないが、「職

業人を中心とした社会人に対して学校教育の修了後、いったん社会に出た後に行われ

るフルタイムの再教育のみならず、職業に就きながら行われるパートタイムの教育も

含む」とされた。このようにここではリカレント教育の理念の変容に対応し、パート

タイム形式での教育受講もリカレント教育に含めている。また対象は「職業人を中心

とした」とあるように、職業人が主となるが、その他の社会人も含まれるものとされ

ている 40)。 

教育提供者については、職業や社会生活に必要な知識・技術を習得するため、大学

院、大学、短期大学、専門学校などを中心に行われる専門的・体系的な、職業人を主

な対象とした教育が大きなウェイトを占めると説明されている 41)。 

またリカレント教育の機能については、3 つに類型化できるとしており、第 1 は社
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会の変化に対応する、専門的で高度な知識・技能のキャッチアップやリフレッシュの

ための教育機能、第 2 は既に一度学校や社会で学んだ専門分野以外の幅広い知識・技

術や、新たに必要となった知識・技術を身に付けるための教育機能、第 3 は現在の職

業や過去の学習歴・学習分野に直接のかかわりのない分野の教養を身に付け、人間性

を豊かにするための教育機能といったように類型化している 42)。このように、リカレ

ント教育においては、提供者は高等教育機関が主となり、また機能については、職業

能力の向上のみならず、人間性の向上も含めて捉えている。 

ただ 1991 年度からまずパイロット事業として開始された「リカレント教育推進事

業」においては、前記の機能のうち、第 1 と第 2 に着目し、「高度で専門的かつ体系

的な職業人を中心とした再教育」に絞って実施された 43)。 

 

(2) リフレッシュ教育 

 この時期には技術革新の進展の加速化や産業構造の変化などにより、国の産業の発

展を維持していくためには、職業人が職業上の知識・技術を新たに習得したり、更新

したりすることが重要と考えられるようになっていた。またそれまでは我が国では社

会人の再教育は企業内教育を中心に行われてきたが、技術の高度化や融合化、学際化

などに対応して、大学等の高等教育機関がこの役割を積極的に果たすことが産業界な

どから求められるようになっていた 44)。 

そこで 1990 年には、文部省高等教育局長の裁定により、「社会人技術者の再教育の

ための調査研究」が開始され、92 年に文部省高等教育局「社会人技術者の再教育のた

めの調査研究協力者会議」による「リフレッシュ教育の推進のために」という報告書

が出された。そこでは「技術革新の進展や産業構造の変化等に対応して、新たな知識

や技術を修得したり、陳腐化していく知識や技術をリフレッシュするため、大学等が

実施する職業人を対象とした教育」を「リフレッシュ教育」と呼び、そういったリフ

レッシュ教育が必要な理由を踏まえて、リフレッシュ教育を推進するために何が必要

かといったことが提案された 45)。 

 文部省高等教育局によると、リフレッシュ教育はリカレント教育の一環として行わ

れるもので、①対象が職業人であること、②内容が職業上の知識・技術であること、

③教育機関が大学院を中心とする高等教育機関であることなどが大きな特徴とされて

いる 46)。このリフレッシュ教育はリカレント教育の中でも、機会均等というよりも、

92 年の生涯学習審答申による機能分類の主として第 1 及び第 2 が該当する、産業や経

済の発展に向けて、職業人が大学院等の高等教育機関で職業関連の知識や技術の向上

を図ることに焦点を当てたものであった。 

 このリフレッシュ教育については、文部省高等教育局が 1993 年から雑誌『大学と
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学生』の「高等教育行政の展望」の箇所で、「リフレッシュ教育の推進」という解説を

毎年掲載していたが、2001 年からは名称が「社会人ブラッシュアップ教育の推進」に

変わり、さらに 2002 年は「大学等における社会人受入れの推進」となり、「リフレッ

シュ教育」という用語は使われなくなった。また学協会刊行物・大学研究紀要・国立

国会図書館の雑誌記事索引データベースなどの学術論文情報を検索できる CiNii 

Articles で検索したところ、「リフレッシュ教育」という用語が論文タイトルに含まれ

る論文も 21 世紀に入ると、3 本しかみられず、2011 年を最後にみられなくなった。 

 

(3)リカレント教育への注目の低下  

このように、「リフレッシュ教育」は用語として定着をみないまま、使われなくな

ったが、OECD 自身も 1996 年に『全ての人のための生涯学習』を発行し 47)、生涯学

習が特権的なグループに限定されており、それが全ての人々に広がっていないという

ことから、関心を「リカレント教育」から「全ての人のための生涯学習」に移してい

った。 

 また教育学及び関連分野の学術誌や関連雑誌の論文 データベースである

「EBSCOhost Education Research Complete」で検索すると、今世紀に入り、海外

においても、2002 年に出版された文献の書評しかなく 48)、「リカレント教育」という

用語をタイトルに含む論文は諸外国ではみられなくなった。 

 一方、日本においても、佐々木が「リカレント教育」は理念としても放置されがち

で、しばらく忘れられた存在になったと指摘したが 49)、実際、CiNii で学術論文を検

索しても、図 1 にあるとおり、2009 年から一時的に増加するが、その後減少に転じ

ている。また朝日新聞の記事検索データベースである「聞蔵Ⅱビジュアル」で「リカ

レント教育」という用語を含む記事を検索しても記事数は少ない状態が続いていた。 

 

4．「学び直し」としてのリカレント教育への注目 

 

 ところが近年になり、日本国内においては「リカレント教育」の話をマスコミ等で

にわかに目にするようになったとの声も聞かれるようになり 50)、佐々木も 2010 年代

後半は「リカレント教育ブーム」51)、笹井もリカレント教育論は大きくクローズアッ

プされていると表現する状況となっている 52)。また文部科学省もリカレント教育の一

層の推進が必要という認識のもと、「大学等におけるリカレント講座の持続可能な運営

モデル構築事業」に取り組んでいる 53)。加えて、ここでも 1 つの参考までに、CiNii 

Articles での「リカレント教育」をタイトルに含む論文の検索結果をみると、確かに

2018 年から増加しており、また「聞蔵Ⅱビジュアル」でも同様に「リカレント教育」
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という用語を含む記事の数は 2017 年から増加している（図 1）。 

図 1 「リカレント教育」に関わる論文・記事数の変遷  

 

 

このように「リカレント教育」は再び注目されてきているわけであるが、それでは  

「リカレント教育」はどういった背景で注目されるようになり、今日どういった意味

で使われているのであろうか。 

直接的には、「リカレント教育」への再度の注目は、第二次安倍政権の発足と関わ

っており、2017 年 6 月の国会閉幕後の記者会見において、当時の安倍首相は「人づ

くり革命」に向けて、リカレント教育を抜本的に拡充すると述べている。この考えは

その後の同年所信表明演説や翌年の施政方針演説でも繰り返されているが、例えば施

政方針演説では以下のような演説を行っている。  

 

いくつになっても、誰にでも、学び直しと新たなチャレンジの機会を確保する。

雇用保険制度も活用し、リカレント教育の抜本的な拡充を図ります。  

  人生百年時代を見据えて、教育の無償化、リカレント教育の充実など、経済社会

の在り方を大胆に改革していく。あらゆる人にチャンスがあふれる一億総活躍社会

に向けて、人づくり革命を、皆さん、共に、進めていこうではありませんか 54)。 

 

 ここでは「学び直し」という用語が使われているように、リカレント教育は学び直

しの促進という文脈の中で改めて使用されるようになった。所信表明演説においても、

「いくつになっても、誰にでも、学び直しと新しいチャレンジの機会を確保する。そ

のためのリカレント教育を抜本的に拡充します。」というように、学び直しを促進する
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ため、リカレント教育を拡充すると述べられている 55)。さらには人生 100 年時代構想

会議中間報告では「リカレント教育（学び直し）」と表現されているように 56)、「リカ

レント教育」と「学び直し」とが混同、同一視されているとの指摘もなされている 57)。 

 この「学び直し」に関して言えば、2007 年度から 2 年間にわたり実施された「社

会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム」が 1 つの大きな転機になっており、

図 2 にあるとおり、記事数では 2007 年、論文数では 2008 年に増加している。この社

会人の学び直しプログラムは 2006 年に当時の第一次安倍内閣において、「再チャレン

ジ支援総合プラン」が策定され、その中で社会人の学び直しの機会の拡大が支援にお

ける重点課題とされ、生涯学習関連施設、大学・高専・専修学校と地域の産業界等関

係者が連携し、社会人等が地域で実践的な学び直しができる機会を充実することが主

な対策として挙げられたことを受けてのものである 58)。具体的には、社会人の再就職

やキャリアアップ等に資する実践的な短期の取組に関するもので、この時に選定され

た事業の 1 つに、日本女子大学の「キャリアブレーク中の女子大学卒業生のためのリ

カレント教育・再就職あっせんシステム」があった。この政策を推進した第一次安倍

内閣は短命に終わったが、社会人の学び直しに関しては、記事数及び論文数でみると、

その後も廃れることなく、一定の数を維持し続け、その後、再び増加に転じている（図

2）。 

   

図 2 「学び直し」という用語をタイトルに含む論文及び文中に含む記事数の変遷  

 

 

例えば、第二次安倍内閣発足後に設置された教育再生実行会議の 2013 年第三次提
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大学・専門学校等で学び直しをする者や社会人受講者の数について、5 年間で

倍増（12 万人→24 万人）を目指し、支給要件の緩和など奨学金制度の弾力的な

運用、雇用保険制度の見直しによる社会人への支援措置の実施、従業員の学び直

しプログラムの受講を支援する事業主への手厚い経費助成等の支援策を講じる

59）。 

 

と述べられ、大学・専門学校等での学び直しの拡大が数値目標を設定したうえで目指 

された。続く 2016 年の中央教育審議会答申「個人の能力と可能性を開花させ、全員  

参加による課題解決社会を実現するための教育の多様化と質保証の在り方について」  

においても、変化の激しい社会を生きる職業人が、自らのキャリアを主体的に切り拓  

いていくため、また、一人一人のスキルアップを通じ、我が国産業全体の生産性と競  

争力を高めていくために社会人の学び直し環境を整備していくことが重要とされてい  

る 60）。 

このように「学び直し」の重要性が引き続き強調されたわけであるが、この「学び

直し」は経済競争力の強化がその目的の重要な部分とされていることがわかる。岩崎

も学び直し施策の重点は産業界から要請される（再）訓練にあり、教育界が推進して

きた個人の自発性に基づく生涯学習の枠組みに留まるものではないと述べており 61）、

奥村も基本的に社会人の学び直しを通して、職業能力や経済競争力の向上が意図され

ているとしている 62）。 

 そのため、リカレント教育についても、2018 年の人生 100 年時代構想会議「人づ 

くり革命基本構想」において、  

 

リカレント教育は、人づくり革命のみならず、生産性革命を推進するうえでも、

鍵となるものである。リカレント教育の受講が職業能力の向上を通じ、キャリアア

ップ・キャリアチェンジにつながる社会をつくっていかなければならない 63）。 

 

と記されている。また前述の施政方針演説でも、人生百年時代を見据えて、リカレン

ト教育の充実など、経済社会の在り方を大胆に改革していくと当時の安倍首相は演説

しているが、リカレント教育は職業能力の向上、経済の活性化が重要な目的であるこ

とがわかる。実際、「リカレント教育はあくまで職業上の知識や能力を高めることが主

な目的であり、趣味や教養を深めるという意味での生涯教育とはやや趣旨を異とする」

と述べる向きもある 64) 。  

 リカレント教育と位置づけられている事業をみると、大きく分けて 2 つのパターン

がみられ、第 1 には、中央教育審議会大学分科会が経済社会の急速な高度化、複雑化
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に伴い、今後、リカレント教育の中心は大学院となると述べているように、職業人向

けの正規の大学院教育があり 65)、これまでも社会保険労務士向けの大学院事例 66)や技

術者向けの MOT 専門職大学院 67)などがリカレント教育の事例として紹介されている。 

第 2 には本号掲載の京都女子大学の「リカレント教育課程」もそうであるが、その

他、弁護士や薬剤師、保育士対象の研修 68)、農業経営者の経営能力開発プログラム 69)、

学校図書館員の育成プログラムなど 70)、職業能力向上に向けた短期の非正規プログラ

ムがある。 

加えて、「リカレント教育の拠点は大学に限られるものではなく 71」、」「non-formal

教育を含む、多様な学習機会を提供 72」」といった説明がみられたり、実際に「リカレ

ント教育」の具体的な取組として、民間企業の事例が紹介されたりしていることから

73)、リカレント教育は大学といった高等教育機関のみが提供するものではないといっ

た認識を持つ向きもあることがわかる。  

これまでリカレント教育と他の用語の違いについて様々な論がみられているが、例

えば、ボイルは、リカレント教育は急進左派の支持を受けており、不平等など労働者

階級に関わる社会的な諸問題への対処や生徒・学生の教育課程への積極的な参加が重

要となるものとしている。その一方で、継続教育（continuing education）は既存の

階層化された教育システムの中で、社会のあらゆるニーズへの対応を行っていこうと

するもので、プログラムという点では職業（再）訓練により重点が置かれるものとし

ている 74)。 

 クロス－ドュラントもリカレント教育と継続教育を分けて捉えているが、リカレン

ト教育は義務教育後の学習にとって、義務教育段階の改革は不可欠としている点で教

育制度全体を包括するものであるが、継続教育はリフレッシュ・プログラムや再訓練

プログラムを意味し、既存の成人教育プログラムの提供を拡大するもので、その関心

は主として義務教育後に限られるものであるとしている 75)。 

これらの用語の分類からすると、上述した非正規の短期プログラムといった日本の

リカレント教育の一端は「継続教育」に該当するものといえる。 

 OECD は変容したリカレント教育の概念を示したが、その概念と照らし合わせてみ

ると、パートタイムでの学習を含んでいたり、成人教育の充実拡大を図ろうとするも

のであったり、個人の職業能力の向上を目的とするものであったりと、日本のリカレ

ント教育は変容した概念に沿ったものといえる。また教育機会は学位課程から非正規

プログラムまで、提供者は高等教育機関以外も含むものもあるなど、元々リカレント

教育は多義的な概念といわれているものの、確かに様々な機会を含むものといえる。 

ただ継続教育的事業にしろ、職業人向け大学院教育にしろ、日本のリカレント教育

として理解されているプログラムは基本的に職業能力の向上を目指すものが一般的と
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なっている。  

 

5．今後のリカレント教育推進に向けて 

 

しかし、このような今般のリカレント教育の在り方に対して、推進の力点が経済成

長への貢献や個人のキャリアアップ等への効果にあまりにも偏りすぎているのではな

いかといった危惧も聞こえている 76)。当初、リカレント教育推進には様々な目的があ

ったが、日本のリカレント教育は元々、産業界の要請が反映され、労働力モビリティ

の増大を志向するという点で経済次元・効率基準に偏っているといった旨のことがい

われてきた 77)。 

 確かに、経済の復興は特にポスト・コロナ期に入れば、最重要課題の１つとなるで

あろうし、離職者や非正規労働者を対象とした就職支援なども喫緊の現代的課題であ

る。しかし、それ以外の元来 OECD が唱えていた理念の中には今日においても重要で

あると考えられるものもある。 

 例えば、進学率の上昇により、トロウの高等教育のユニバーサル化理論にみられる

ように、周りが進学するから自分もという思いで大学に進学し、在学時には学習意欲

が持てない不本意就学者も少なからず存在すると思われる 78)。リカレント教育は元々、

学習に動機づけられる時期は人それぞれという考え方に基づくものであるが、社会人

になり、強い関心を持つ分野やテーマに出会ったり、あるいは先行研究にもみられる

ように、自身の大学時代の不勉強を後悔したりしている成人も存在する 79)。そういっ

た学習に後になって動機づけられた人々が進学することは個人の発達にとっても望ま

しいうえ、高等教育の活性化にもつながる。 

 また進学率が上昇したといっても、4 年制大学への進学者は 5 割超で、約半数の者

が 4 年制大学に進学していない。進学しない、あるいはできなかった理由、背景は様々

であろうが、若年期の進学への意思決定には自身の生まれ育った環境が影響するとさ

れ、階層の再生産、格差の問題も改めて指摘されている 80）。 

 世代間の不平等も進学率が上昇した 1990 年代前半以降に 18 歳を迎えたものとそれ

以前の世代間で進学率に大きな差異がみられ、不平等は引き続き存在している。子ど

もの大学の入学式で、子どもの入学を喜びつつも、自分もここに立ちたかったなとい

う思いを持つ親もいるであろうが、今日、リカレント教育の唱えたセカンドチャンス

の機会はいっそう重要性を帯びているといえる。 

 リカレント教育そのものも変容を遂げ、また日本においては特定の目的や内容に特

化している傾向がみられ、継続教育と分類されてきた要素も強いものとなっているが、

OECD が当初唱えた理念、目的に改めて注目してもよいのではないであろうか。生涯
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発達のプロセスの中で、人は職業能力の向上に向けてのニーズだけではなく、様々な

思いや望み、課題を抱えていると考えられるが、様々な分野を持つ高等教育機関はリ

カレント教育の目的を狭く捉えるのではなく、バランスよく、多様なニーズに応える

場であるべきであろう。逆に職業能力の向上だけにしか貢献しないのでは社会的にも

ったいないことになる。成人が適当な時期に立ち止まって、教育機関でそれぞれが持

つ様々なニーズに取り組むことができるような「ゆとり」の持てる社会に向けて歩み

を進めていきたいものである。 
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